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要旨 

宮崎県延岡市民の国民健康保険および後期高齢者医療制度の加入者の国保／後期高齢

者診療報酬請求情報・介護情報・特定健診情報のデータベースを作成し、介心不全患者

と脳卒中患者における入院後の介護状態を調査した。 

 

Ａ.目的 

 本邦では要介護者数が増加しており大き

な問題となっている。要介護状態となる原因

として循環器病発症が報告されており、特に

脳卒中は主要な原因として報告されている。

しかしながら、循環器病発症者における要

介護状態の記述統計やリスクファクターにつ

いて、悉皆性及び代表性の高い情報をもと

にした報告は少ない。 

そのため、本調査の平成２９年度の目的は、

１）国保／後期高齢者診療報酬請 

求情報・介護情報・特定健診情報を収集し、

高い悉皆性・代表性をもつデータベースを

作成すること 

２）心不全患者と脳卒中患者の入院後にお

いて要介護状態になった者の記述統計を算

出すること 

とである。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は、全国の年齢構成比と類似して

いる宮崎県延岡市を研究フィールドとし

た。延岡市民のうち国民健康保険および

後期高齢者医療制度への加入者が目的１

の対象者である。当対象者のうち詳細な

情報が記載されていた２０１５年７月～

２０１６年５月のレセプトデータから疑

いフラグのない心不全（ＩＣＤ１０＝Ｉ

５０）および脳卒中（ＩＣＤ１０＝Ｉ６

０［くも膜下出血］、Ｉ６１［脳出血］、

Ｉ６３［脳梗塞］）で入院した者を、目的

２の対象者とした。入院以降に新規に生

じた介護認定日と介護度の情報を、当市

の介護認定調査から得た。そして、心不

全および脳卒中患者の入院後における要

介護状態発症数を記述した。 

 倫理面への配慮として、本研究は、ヘ

ルシンキ宣言に基づく倫理原則及び人を

対象とする医学系研究に関する倫理指針

に従い、研究対象者の基本的人権を尊重

し、国立循環器病研究センターの倫理委

員会の審査及び理事長の許可を受けた研

究計画書を遵守して実施された。  

  

C．研究結果 

目的１に対する全対象者のデータベース
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を作成するため、国立循環器病研究セン

ターは延岡市と共同研究契約を締結した。

そのうえで、全対象者の国保／後期高齢

者診療報酬請求情報・介護情報・特定健

診情報を収集し、各情報を個人単位で突

合できるデータベースを作成した。 

心不全で入院した者は１８６３名（男性

＝８２３名、４４．１％）、入院後に介護

認定を受けた者は９９名（５．３％、男

性＝５０名［５０．５％］）であった。脳

卒中で入院した者は９５３名（男性＝４

６５名、４８．８％）いて、入院後に介

護認定を受けた者は１０１名（１０．６％、

男性＝５４名［５３．５％］）であった。 

 

Ｄ．考察  

延岡市人口における年齢構成比は全国

と類似しているため、本データベースは

本邦を代表する医療と介護の連携状況を

把握する上で有益なものになると考える。

また、心不全入院患者のうち約５％が、

脳卒中入院患者のうち約１０％が入院後

に介護認定をうけていた。 

しかし、本研究ではレセプトデータによ

って心不全と脳卒中の入院患者を抽出し

たので、病院のカルテ情報や主治医に問

い合わせて、実際にこれらの疾患で入院

をしたのか確認す 

る必要がある。また、本研究の対象者は

国民健康保険および後期高齢者医療制度

加入者であるため、それ以外の者につい

ては推定できていない。 

 次年度以降は、これらの問題を解決す

るために、延岡市の循環器病専門病院と

共同研究を実施し、より詳細な情報を収

集しデータベースを改善する。加え、本

データベースを活用し、 循環器病患者

に特化した要介護状態発症のリスクファ

クターの検討等を実施する。 

 

Ｅ．結論 

平成２９年度では、診療報酬請求情

報・介護情報・特定健診情報を個人単位

で連結した高い悉皆性・代表性をもつデ

ータベースを作成した。加え、心不全入

院患者のうち約５％が、脳卒中入院患者

のうち約１０％が入院後に介護認定をう

けていたことが分かった。 
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